
府 番 第 9 6 号 

総 税 市 第 5 6 号 

平成 29 年５月 31 日 

各府省社会保障・税番号制度主管課長 殿

内 閣 府 大 臣 官 房番 号 制 度 担 当 室参 事 官

（ 公 印 省 略 ）

総務省自治税務局市町村税課長

（ 公 印 省 略 ）

情報提供ネットワークシステムを使用して地方税関係情報の提供を行う

場合に本人の同意が必要となる事務における所要の措置について（依頼）

 情報提供ネットワークシステムを介した行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律（平成 25 年法律第 27 号。以下「番号利用法」という。）別表第

二の一の項に規定する「地方税関係情報」を提供するには、地方税法に基づく守秘義務との

関係上、情報照会を行う事務の根拠法令に、本人（番号利用法第２条第６項に規定する「本

人」をいう。以下同じ。）に対する質問検査権及びそれに応じない場合の担保措置（罰則等）

がない場合、当該事務が申請に基づくものであり、かつ、本人の同意をとることが必要とな

ります。

このため、番号利用法第 19 条第７号の規定により、情報提供ネットワークシステムを使

用して地方税関係情報の提供を行う場合に、本人の同意が必要となる事務については、「行

政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第十九条第七号の

規定により地方税関係情報を照会する場合に本人の同意が必要となる事務を定める告示

（平成 29 年内閣府・総務省告示第１号）」（別添）により規定し、平成 29 年５月 29 日に公

布、平成 29 年５月 30 日に施行したところです。 

貴職におかれては、関係制度所管部局を通じて情報照会機関となる行政機関及び各府省

所管の独立行政法人等（以下「行政機関等」という。）に対しまして、同告示の内容につい

て周知いただくとともに「情報提供ネットワークシステムを介した地方税関係情報の照会

を行う事務手続における所要の措置について（依頼）（平成 28 年 11 月 30 日付事務連絡）」

（参考）においてお願いしておりました、申請様式の根拠となっている省令・通知等の改正、

行政機関等への様式改正依頼通知の発出及び行政機関等の様式改正状況の把握などの所要

の措置を、情報連携開始までに速やかに講じていただきますようお願いします。

参考

910167
長方形



また、各府省において改正された申請様式及び行政機関等へ発出された通知については

措置後速やかに、行政機関等の様式改正状況については別添様式により情報連携が開始さ

れるまでに、総務省市町村税課までご報告いただきますようお願いします。 

 

 

 

 

＜担当＞ 

総務省自治税務局市町村税課 

松村 

TEL：03-5253-5111（内 23579） 

E-mail：r.matsumura@soumu.go.jp 

内閣府大臣官房番号制度担当室 

葉柴 

TEL：03-6441-3457 



【別添】

別表２主務省令の
条項及び照会事務
名称

団体コード
都道府県名
（漢字）

市区町村名
（漢字）

様式を規定している条例等の種類 改正日（予定含む） 施行日

999999 ○○ △△市 条例 20170228 20170401
888888 □□ ○○町 規則 20170228 20170401
777777 △△ □□市 要綱 20170228 20170401
010006 北海道
011002 北海道 札幌市
012025 北海道 函館市
012033 北海道 小樽市
012041 北海道 旭川市
012050 北海道 室蘭市
012068 北海道 釧路市
012076 北海道 帯広市
012084 北海道 北見市
012092 北海道 夕張市
012106 北海道 岩見沢市
012114 北海道 網走市
012122 北海道 留萌市
012131 北海道 苫小牧市
012149 北海道 稚内市
012157 北海道 美唄市
012165 北海道 芦別市
012173 北海道 江別市
012181 北海道 赤平市
012190 北海道 紋別市
012203 北海道 士別市
012211 北海道 名寄市
012220 北海道 三笠市
012238 北海道 根室市
012246 北海道 千歳市
012254 北海道 滝川市
012262 北海道 砂川市
012271 北海道 歌志内市
012289 北海道 深川市

第○条第○号　△△△に関する事務



[テキストを入力]

○○○ 殿

平成 年 月 日 

同 意 書 

下記の者は、  市の○○課が○○法第○条に基づく事務手続を処理するために限

って平成  年度の地方税関係情報について取得することに同意します。 

なお、本書の複写は無効であり、本書の提出の際の事務処理に限って同意すること

を申し添えます。 

同意者 

申請者との続柄 

フリガナ

氏名 

生年月日 

住所 
□ 申請者と同居

同意者 

申請者との続柄 

フリガナ

氏名 

生年月日 

住所 
□ 申請者と同居

同意者 

申請者との続柄 

フリガナ

氏名 

生年月日 

住所 
□ 申請者と同居

この用紙は同意書の一例であり、既存の申請様式に

同意欄を追加しても差し支えありません

参考

910167
長方形



 

 

同意者 

申請者との続柄   

フリガナ   

氏名   

生年月日   

住所 
  □ 申請者と同居 

  

同意者 

申請者との続柄   

フリガナ   

氏名   

生年月日   

住所 
  □ 申請者と同居 

  

同意者 

申請者との続柄   

フリガナ   

氏名   

生年月日   

住所 
  □ 申請者と同居 

  

  

記載要領 

 １ 同意する者が自ら署名を行うこと。 

 ２ 代理人が同意書に署名する場合、本人からの委任状をとること。 

 ３ 申請書等に同意が必要な者の住所を記入している場合、同意書への住所の記入

は省略してもよい。 

 ４ 同意が必要な者の数が署名欄より多い場合は欄外に記載して差し支えない。 

 


	【通知】情報提供ネットワークシステムを使用して地方税関係情報の提供を行う場合に本人の同意が必要となる事務における所要の措置について（依頼）
	【別添】（官報）本人同意告示
	【別添】行政機関等進捗管理報告様式
	【参考】【事務連絡】情報提供ネットワークシステムを介した地方税関係情報の照会を行う事務手続における所要の措置について（依頼）
	【参考】同意書（例）



